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天塩町創業・事業承継支援補助金

天塩町では、地域の雇用や地域活動の衰退を防ぐため、町内での創業や事業承継
を促進し、地域産業の振興や地域社会の発展に寄与することを目的に、創業（第二創
業を含む。）又は事業を他者に承継する際に発生する経費の一部を補助する「天塩町
創業・事業承継支援補助金」制度を創設しました。

対 象 者 次の全ての項目に該当する方

（1） 町内に住所を有する（見込み）の個人及び町内に事務所
又は事業所を有する（見込み）の法人

（2） 補助金の申請日の属する年度の末日までに創業等を行う
こと

（3） 許認可等が必要な業種の場合には、それらを創業等の日
までに取得していること。

上記対象者に該当する場合でも以下の方は補助対象外となります。
① 補助金の交付申請時に納期限の到来した町税、料等を完納していな

い者
② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める者

又はその他の反社会勢力である者及び関係を有する者
③ フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業を創業する者
④ 次の業種に該当する場合

<農業、林業、漁業、金融業・保険業、医療（病院・診療所・歯科診
療所）、風営法の規制対象となる風俗業等、競走場・競技団、競輪・
競馬等予想業、興信所、集金業・取立業、易断所・観相業、宗教、
政治・経済・文化団体>

⑤ その他町長が適切でないと判断する事業を実施しようとする場合

補助率等 対象経費の２分の１ （1,000円未満の端数切捨て、３００万円上限）

補助対象経費については次ページを参照してください。
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天塩町創業・事業承継支援補助金

補助対象 個々に判断することになりますが、基準は次のとおりです。

<認められる経費 例>
・開店に伴う店舗の改装経費
・事業に必要な機器類の購入経費
・前事業者使用の機器類を継続して
使用する場合の整備経費

・前事業者使用の扶養機器類を処分
する場合の経費

・開店準備期間の店舗等賃借料

<認められない経費 例>
・店舗や土地など不動産取得経費
・消耗品購入経費
・創業等の目的以外に使えるものの
購入経費

・人件費
・商品や原材料の仕入れ経費
・開店後の営業コスト経費

区 分 対象となる経費
対象とならない
経費の一部

創業等に必要な
官公庁への申請
書類作成等に係
る経費

開業、法人設立、既存事業の廃止
に伴う司法書士・行政書士等に支
払う申請資料作成経費

・登記経費
・定款認証料、収入印紙代
・その他官公庁へ対する各種証明
取得費用

店舗等借入費 ・店舗、事務所、駐車場の賃借料
・借入に伴う仲介手数料

※住宅共用にあっては店舗
占有部分のみ

※開業後の賃借料は対象外

・店舗、事務所の賃貸契約に係る
敷金・礼金・保障金等

・火災保険料、地震保険料等
・第三者に貸す部屋等の賃借料

設備費 ・店舗、事務所の開設又は事業承
継時の改装費用

・車両の購入費及び改造費
・事業に必要な備品類等の購入
経費（5万円以上のもの）

・不動産購入費
・汎用性が高く使用目的が事業の
遂行に必要なものとして特定で
きない物品等の購入経費

原材料費 試供品、サンプル品の製作に係る
経費

・転売のための原材料仕入れ、商
品仕入れとみなされるもの

広報費 ・販路開拓に係る広告宣伝費
・宣伝に必要な外部人材派遣費用
・事業説明会等の開催費用

・切手代
・補助事業と関係ない活動に係る
広告費
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天塩町創業・事業承継支援補助金

区 分 対象となる経費
対象とならない
経費の一部

在庫処分費 第二創業の場合に既存の事業に
おける不要在庫の処分費

商品在庫を売って対価を得る場合
の処分費

処分費 第二創業の場合に既存事業の廃
止に伴う機械装置等の廃棄処分
費

・建築物の解体費
・消耗品の処分費

修繕費 第二創業の場合に既存事業にお
いて使用していた事務所や工場等
の建物、設備機器等に故障が生じ
ているものの修繕費用

使用する予定のない設備機器等
の修繕費用

原状回復費 第二創業の場合に既存の事業に
おいて使用していた土地や建物、
設備機器等を修理して原状回復
するための費用

原状回復の必要がない賃貸物件
及び設備機器等にかかる費用

委託費 事業遂行に必要な業務の委託経
費

販売用商品の開発や製造委託経
費

その他の経費 ・求人広告
・通信運搬費、光熱水費
・商品券等の金券購入費
・事務用品・衣類・食器等の消耗品
に類する費用、雑誌購読料、新聞
代、書籍代
・団体等の会費
・従業員等の研修費
・飲食、接待等の費用
・車両の修理費、車検費用
・税務申告等の作成経費
・各種保険料
・振込手数料、代引き手数料
・借入金支払利息
・他の事業との明確な区分が困難
な経費
・社会通念上、不適切な経費
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天塩町創業・事業承継支援補助金

申請フロー

交付申請 交付申請
（様式第1号）

審 査 交付決定
（様式第2号）

却 下
（様式第3号）

計画変更 承認申請
（様式第4号）

審 査 承 認
（様式第5号）

不承認
（様式第6号）

※軽微な変更は除く
・事業費20％以内の変更
・補助対象経費の費目間の配分の20％以内の変更
・補助金交付決定額の変更なし

実績報告 実績報告
（様式第7号）

審 査 交付確定
（様式第8号）

補助金交付
（補助規則による）

請 求 概算払い
（50％以内）

清算払

交付取り消し 不正発覚 調査・審査 取り消し
（補助金返還）

※取り消し事由
・要綱又は町長指示に違反した場合
・補助事業以外の用途に使用した場合
・補助事業に関し不正、怠慢その他不適切な行為をした場合
・その他事情の変更により補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合
・その他町長が交付決定を取消すことが適当と認める場合

財産処分
（補助後5年間）

処分届出
（様式第9号）

補助金については、事業完了による交付額が確定した後に交付することが基本ですが、概算
払いを希望される場合は担当係にご相談下さい。

制度の詳細については、「天塩町創業・事業承継支援補助金交付要綱」をご覧ください。
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